












 １ 原判決のうち上告人の敗訴部分を破棄する。 
 ２ 前項の部分のうち，被上告人Ｘ1 及び同Ｘ2 の請求に関する部分につき，同被上告人らの控
訴を棄却する。 
 ３ 第１項の部分のうち，被上告人Ｘ3 の請求に関する部分につき，第１審判決を取り消し，同被
上告人の請求を棄却する。 
 ４ 被上告人Ｘ1 及び同Ｘ2 の請求に関する控訴費用及び上告費用は同被上告人らの負担とし，
被上告人Ｘ3 の請求に関する訴訟の総費用は同被上告人の負担とする。  























  (1) 教育職員には，給料月額の１００分の４に相当する額の教職調整額を支給する（給特法８
条，３条１項，給与条例７条の２第１項）。教職調整額は，諸手当等の計算上給料とみなす（給特
法８条，９条，給与条例７条の２第２項）。 
  (2) 教育職員には，時間外勤務手当及び休日勤務手当を支給しない（給特法１０条，地方公
務員法（平成１５年法律第１０４号による改正前のもの。以下同じ。）５８条３項本文，給与条例２２
条の５第２項，１５条，１８条）。 




 ３ 原審の適法に確定した事実関係の概要は，次のとおりである。 






  (2) 被上告人らの本件期間中の勤務状況等の概要は，次のとおりである。 

































































































 （裁判長裁判官 大谷剛彦 裁判官 那須弘平 裁判官 田原睦夫 裁判官 岡部喜代子 裁
判官 寺田逸郎）  
 

















































  (1) 一審被告は，一審原告Ｘ３に対して 55 万円及びこれに対する平成 16 年 2 月 4 日から支
払済みまで年 5 分の割合による金員を支払え。 
  (2) 一審被告は，一審原告Ｘ８に対して 55 万円及びこれに対する平成 16 年 2 月 4 日から支
払済みまで年 5 分の割合による金員を支払え。 
  (3) 一審原告Ｘ３，一審原告Ｘ８のその余の請求を棄却する。 
 2 一審原告Ｘ３，一審原告Ｘ８を除く一審原告らの控訴及び一審被告の控訴をいずれも棄却す
る。 
 3 一審原告Ｘ３，一審原告Ｘ８と一審被告との間に生じた訴訟費用は，第 1，2 審を通じ，これを
15 分し，その 2 を一審被告の，その余を一審原告Ｘ３及び一審原告Ｘ８の負担とし，一審原告Ｘ３，
一審原告Ｘ８を除く一審原告ら及び一審被告の各控訴費用は，一審原告Ｘ３，一審原告Ｘ８を除
く一審原告ら及び一審被告の各負担とする。 
 4 この判決は，第 1 項(1)(2)に限り仮に執行することができる。 




第 1 当事者の求めた裁判 
 1 一審原告ら 
  (1) 控訴の趣旨 
   ア 原判決中，一審原告ら敗訴部分を取り消す。 
   イ 一審被告は，一審原告らに対し，それぞれ原判決別紙請求金額目録記載の金額及びこ
れに対する平成 16 年 2 月 4 日から支払済みまで年 5 分の割合による金員を支払え。 
   ウ 訴訟費用は第 1，2 審を通じて一審被告の負担とする。 
   エ 仮執行宣言 
  (2) 一審被告の控訴の趣旨に対する答弁 
   ア 一審被告の本件控訴を棄却する。 
   イ 控訴費用は，一審被告の負担とする。 
 2 一審被告 
  (1) 控訴の趣旨 
   ア 原判決中，一審被告敗訴部分を取り消す。 
   イ 上記取消部分にかかる一審原告Ｘ９の請求を棄却する。 
   ウ 訴訟費用は，第 1，2 審を通じて一審原告Ｘ９の負担とする。 
  (2) 一審原告らの控訴の趣旨に対する答弁 
   ア 一審原告らの本件控訴を棄却する。 
   イ 控訴費用は一審原告らの負担とする。 
 第 2 事案の概要 
 1 本件は，いずれも一審被告が設置する京都市立小学校もしくは中学校で勤務する教育職員
である一審原告らが，一審被告に対し，①平成 15 年 4 月から同年 12 月まで（8 月を除く）の間，






















決「事実及び理由」中の第 2 の 2 及び 3（原判決 3 頁 26 行目から 26 頁 7 行目まで）に記載のと
おりであるから，これを引用する。 
  (1) 原判決中「別紙」をいずれも「原判決別紙」に改める。 
  (2) 原判決 5 頁 2 行目「（以下省略）」を「（かっこ内省略），実習助手及び寮母をいう。」に改め
る。 
  (3) 原判決 6 頁 11 行目「この場合おいて，」を「この場合において，」に改める。 
  (4) 原判決 7 頁 5 行目「第 2 条」の次に「この条例において次の各号に掲げる用語の意義は，
当該各号に定めるところによる。」を加え，同 6 行目（17 頁右段 32 行目）「第 1 項ないし第 5 項」
を「第 1 号ないし第 5 号」に，同 8 行目「昭和 22 年法第 26 号」を「昭和 22 年法律第 26 号」に，
それぞれ改める。 
  (5) 原判決 7 頁 24 行目末尾に改行の上「第 8 条ないし第 14 条の 4 省略」を加える。 
  (6) 原判決 9 頁 20 行目末尾に改行の上「第 3 項及び第 4 項省略」を加える。 
  (7) 原判決 12 頁 14 行目末尾に改行の上「第 6 条以下省略」を加える。 
  (8) 原判決 20 頁 14 行目「同時予算」を「独自予算」に改める。 
 3 当審における一審原告らの補足主張 
































  (4) 給特法や本件条例は，時間外勤務をさせないという前提にたち，時間外勤務をしたときに









  (6) 文部科学省が設置した「学校の組織運営の在り方を踏まえた教職調整額の見直し等に関





















  (8) 一審被告は，原審及び当審を通じて，一審原告らの勤務の実態やその内容については
積極的に争う姿勢を取ってこなかったところ，本件請求の基礎となる一審原告らの勤務実態調査
が実施された平成 15 年から 5 年以上が経過した平成 20 年 12 月 3 日付け準備書面において一
審原告らの勤務実態に関する詳細な反論を行ってきたのは，時機に後れた攻撃防御方法にあた
る。 
 4 当審における一審被告の補足主張 




  (2) 一審原告Ｘ９は，教育職員であり，同人に対し，慰謝料名目であっても，金員を支払うこと
は，教職調整額の支給と重複した利益を与えることになり，給特法の趣旨に反する。 























  (7) 検討会議の審議のまとめは，勤務時間管理などについてはその実現に向けて様々な課
題があると指摘しており，現時点では，勤務時間管理が行われていないこと，それを実現するの
は困難であることを示している。 

















  (9) 一審被告の平成 20 年 12 月 3 日付け準備書面の主張は，一審原告らが提出した書証や
原審の尋問の結果などを基にした主張であり，一審原告らが想定し得なかった事実や書証を用
いた主張ではないから，時機に後れた攻撃防御方法にはあたらない。 
 第 3 当裁判所の判断 
 1 当裁判所は，一審原告らの本件各請求は，一審原告Ｘ３，一審原告Ｘ８，一審原告Ｘ９（以下




実及び理由」中の第 3 の 1 ないし 4（原判決 26 頁 9 行目から 63 頁 8 行目まで）の説示と同一で
あるから，これを引用する。 
  (1) 原判決中「別紙」をいずれも「原判決別紙」に改める。 
  (2) 原判決 26 頁 10 行目「証拠（」の次に「甲 30 ないし 36，」を，同 14 行目「8 の①②，」の次
に「13，14，」を，それぞれ加える。 
  (3) 原判決 34 頁 19 行目末尾に改行の上，以下を加える。 
 「(3) 平成 15 年以降の動き 
 ア 文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課長は，労働安全衛生法等の一部を改正す
る法律（平成 17 年法律第 108 号）やそれに伴う政令等の公布に関連して，平成 18 年 4 月 3 日，
労働安全衛生法の改正によって，労働者の週 40 時間を超える労働が 1 月当たり 100 時間を超え，
かつ，疲労の蓄積が認められるときは，労働者の申出を受けて，医師による面接指導を行わなけ








る調査研究」の一環として平成 18 年 7 月から 12 月にかけて「教員勤務実態調査」（以下「平成 18
年調査」という。）を実施した。その結果，通常期における残業・持ち帰り時間は，小学校教員につ
いては，平日の一日平均の残業時間が 1 時間 41 分，持ち帰り時間が 36 分，週休日の一日当た
り平均残業時間が 21 分，持ち帰り時間が 1 時間 39 分であり，中学校教員については，平日の一
日平均の残業時間が 2 時間 12 分，持ち帰り時間が 22 分，週休日の一日当たり平均残業時間が
1 時間 29 分，持ち帰り時間が 1 時間 40 分であり，小学校・中学校の教諭の勤務日の残業時間は
1 月当たり平均約 34 時間であった。（〈証拠省略〉） 
 ウ 平成 19 年 3 月の中央教育審議会答申「今後の教員給与の在り方について」を受けて，教職
調整額の見直しなどについて専門的・技術的な観点から検討するために，平成 20 年 4 月，文部
科学省に設置された「学校の組織運営の在り方を踏まえた教職調整額の見直し等に関する検討






















  (4) 原判決 35 頁 20 行目「夏期」を「夏季」に改める。 
  (5) 原判決 39 頁 6 行目から 7 行目にかけての「6 月 16 日から同月 29 日までの間及び 11 月
10 日から同月 20 日までの間」を「平成 15 年 6 月 16 日から同月 29 日までの間及び同年 11 月
10 日から同月 20 日までの間」に改める。 
  (6) 原判決 41 頁 23 行目「教育員会」を「教育委員会」に改める。 
  (7) 原判決中「P」をいずれも「P〈旧字〉」に改める。 




































ある（参照・最高裁判所平成 12 年 3 月 24 日第二小法廷判決・民集 54 巻 3 号 1155 頁）。」 





  (11) 原判決 53 頁 25 行目「冬期」を「冬季」に改める。 
  (12) 原判決 57 頁 1 行目から同 2 行目にかけての「抱いていたこと」の次に「，一審原告Ｘ２が
時間外勤務とする 42 時間 50 分のうち，自宅での勤務が 31 時間 5 分に及んでいること」を加える。 





定時間数のほか，累計の実績時間数がその都度記載されており，平成 16 年 3 月第 4 週の週案





する年間 110 時間に及ぶ総合学習の準備の中心的役割を担っていたこと（〈証拠省略〉），J 校長
もしくは教頭が学校を出るのは午後 9 時ころであり，平成 16 年度には職員室に 9 時には帰りまし
ょうという貼り紙がされていた時期があったこと（〈証拠省略〉），5 年生の行事であるみさきの家での











  (14) 原判決 59 頁 13 行目「上記アの事情」から同 23 行目末尾までを次のとおり改める。 
 「 上記(2)クで認定したところに加え，証拠（〈証拠・人証省略〉）によれば，以下の事実が認めら
れる。 
 一審原告Ｘ８は，平成 14 年度に引き続き平成 15 年度もｃ中学校の生活指導部長の立場にあり，











展した。また，6 月から 8 月の各 2 日，12 日，22 日は，校区内に夜店が出るため，同中学校の職
員は，曜日を問わず，午後 7 時から午後 8 時ころまで，交代でパトロールを行うことが慣例となって


















  (15) 原判決 60 頁 14 行目冒頭から同 16 行目末尾までを次のとおり改める。 
 「ウ 以上によれば，一審原告らのうち，一審原告Ｘ３ら 3 名について，本件管理義務違反が認
められ，その余の一審原告らについては同義務違反は認められない。 
 エ そこで，一審原告Ｘ３ら 3 名が被った損害について検討する。」 
  (16) 原判決 61 頁 2 行目，同 6 行目，同 8 行目「原告Ｘ９」をいずれも「一審原告Ｘ３ら 3 名」
に改め，同 6 行目「50 万円」を「それぞれ 50 万円」に，同 11 行目「5 万円」を「それぞれ 5 万円」
に，いずれも改める。 





 2 以上によれば，一審原告らの本件各請求は，一審原告Ｘ３ら 3 名が一審被告に対し各 55 万




 （裁判長裁判官 安原清藏 裁判官 坂倉充信 裁判官 本多久美子） 
 














 ２ 原告Ｉのその余の請求，その余の原告らの各請求をいずれも棄却する。 
 ３ 原告Ｉと被告との間に生じた費用は１５分し，その２を被告の，その余を原告Ｉの，その余の原
告らと被告との間に生じた各費用は同各原告らの各負担とする。 
 ４ この判決は，第１項に限り仮に執行することができる。  





 １ 請求の趣旨 
  (1) 被告は，各原告に対し，別紙請求金額目録記載の各金員及びこれらに対する平成１６年
２月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
  (2) 訴訟費用は被告の負担とする。 
  (3) 仮執行宣言 
 ２ 請求の趣旨に対する答弁 
  (1) 原告らの請求をいずれも棄却する。 
  (2) 訴訟費用は原告らの負担とする。 
  (3) 仮執行宣言が付されるときは担保を条件とする仮執行免脱の宣言 
 第２ 事案の概要等 














  (1) 当事者等 









  (2) 原告らを含む職員の給与，勤務時間その他の勤務条件は条例で定められる（地方公務
員法２４条６項）ところ，府費負担教育職員である原告ら（弁論の全趣旨）の給与，勤務時間及び
勤務条件は給特法の外，本件条例を含む京都府条例によって定められることになる。 
















  ２ 前項の教職調整額の支給に関し必要な事項は，人事院規則で定める。 
  ３ 国立の義務教育諸学校等の教育職員（俸給の特別調整額を受ける者を除く。第７条にお
いて同じ。）については，給与法第１６条及び第１７条の規定は，適用しない。 
 （第４条ないし第６条は省略）  





  ２ 次に掲げる日において前項の教育職員を正規の勤務時間中に勤務させる場合も，同項と
同様とする。 
   (1) 勤務時間法第１４条に規定する祝日法による休日及び年末年始の休日 
   (2) 給与法第１７条の規定により休日給が一般の職員に対して支給される日（前号に掲げる
日を除く。） 





 （公立の義務教育諸学校等の教育職員に関する読替え）  









 （公立の義務教育諸学校等の教育職員の正規の勤務時間を超える勤務等）  





  (4) 地方公務員法２４条６項に基づき，また，給特法の条項も受けて定められた本件条例には
以下の規定がある（乙３）。 
 第１条省略 
 （用語の意義）  
 第２条 
  第１項ないし第５項省略 
  ６ 義務教育諸学校等 
 学校教育法（昭和２２年法第２６号）に規定する小学校，中学校，高等学校，盲学校，聾学校又
は養護学校をいう。 
  ７ 教育職員 校長，教頭，教諭，養護教諭，助教諭，養護助教諭，講師，実習助手及び寄宿
舎指導員をいう。 
 第３条ないし第７条の１省略 





  ２ 前項の教職調整額の支給を受ける者に係る第１２条の２，第１２条の４，第１２条の５，第１４
条の２から第１４条の５まで，第２０条，第２１条，第２２条の３及び第２２条の４の規定の適用につい
ては，同項の教職調整額は，給料とみなす。 
  第３項省略 
 （時間外勤務手当）  
 第１５条 時間外勤務手当は，職員が正規の勤務時間以外の時間において勤務することを命じ
られたとき，正規の勤務時間以外の時間において勤務した全時間に対して支給する。 





   (1) 正規の勤務時間が割り振られた日（第１８条第１項の規定により正規の勤務時間中に勤
務した職員に休日勤務手当が支給されることとなる日を除く。次項において同じ。）における勤務 
   (2) 前号に掲げる勤務以外の勤務 





















 （特定の職員についての適用除外）  
 第２２条の５ 
  第１項省略 
  ２ 第１５条及び第１８条の規定は，義務教育諸学校等の教育職員 
 （管理職員を除く。第３７条第２項及び第３項において同じ。）には適用しない。 
 第２３条ないし第２９条の２省略 
 （１週間の勤務時間）  
 第３０条 職員の勤務時間は，休憩時間を除き，４週間を超えない期間につき１週間当たり４０時
間とする。 
  第２項以下省略 




  第２項以下省略 
 第３２条，３３条省略 
 （休憩時間）  
 第３４条 任命権者は，１日の勤務時間が，６時間を超える場合においては４５分，８時間を超え
る場合においては１時間の休憩時間を，それぞれ勤務時間の途中に置かなければならない。 
  ２ 前項の休憩時間は，一斉に与えなければならない。ただし，公務の運営上の事情により一
斉に与えることが困難である公署で人事委員会規則で定めるものについては，この限りでない。 




 （正規の勤務時間以外の時間における勤務）  
 第３７条 
  １ 任命権者は，公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には，正規の勤務時間以外の
時間において職員に前条に掲げる勤務以外の勤務をすることを命じることができる。 








   (1) 校外実習その他生徒の実習に関する業務 
   (2) 修学旅行その他学校の行事に関する業務 
   (3) 職員会議（設置者の定めるところにより学校に置かれるものをいう。）に関する業務 
   (4) 非常災害の場合，児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他や
むを得ない場合に必要な業務（以下，上記４項目を単に「限定４項目」という場合がある。） 
  第４項省略 
 第３７条の２，第３７条の３省略 




















  (6) 厚生労働省通達「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」
（平成１３年４月６日，基発３３９号。以下「本件通達」という。）には，以下の記載がある（甲６）。 























   ウ 労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置 
 (ア) 始業・終業時刻の確認及び記録 
 使用者は，労働時間を適正に管理するため，労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し，
これを記録すること。 
 (イ) 始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法 
 使用者が始業・終業時刻を確認し，記録する方法としては，原則として次のいずれかの方法に
よること。 
  ① 使用者が，自ら現認することにより確認し，記録すること。 
  ② タイムカード，ＩＣカード等の客観的な記録を基礎として確認し，記録すること。 
 (ウ) 自己申告制により，始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置 
 上記(イ)の方法によることなく，自己申告制によりこれを行わざるを得ない場合，使用者は次の
措置を講ずること。 
  ① 自己申告制を導入する前に，その対象となる労働者に対して，労働時間の実態を正しく
記録し，適正に自己申告を行うことなどについて十分な説明を行うこと。 
  ② 自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かについて，必
要に応じて実態調査を実施すること。 





 (エ) 労働時間の記録に関する書類の保存 
 労働時間の記録に関する書類について，労働基準法１０９条に基づき，３年間保存すること。 








 ３ 争点及び争点に対する当事者の主張 
  (1) 被告に給特法及び本件条例の趣旨に反して原告らに違法に超過勤務をさせたという義
務違反があるか，また，原告らに対する安全配慮義務違反があるか。 
 （原告ら）  










































    (エ) そうすると，立法事実から大きく乖離した原告らの時間外勤務は違法な時間外勤務と
いうべきである。 



































 （被告）  
















    (イ) 各原告らに対応する各校長は，同各原告らに時間外勤務を命じていない。 
 なお，持ち帰り仕事も各原告らの自主性に基づいてなされたものであって，上記のとおりそれは
勤務時間に含まれない。 










   イ(ア) 原告の安全配慮義務に係る法律上の主張は争う。 
 被告に原告らに対する安全配慮義務違反はない。 
   (イ)① 持ち帰り仕事は上記のとおり勤務時間の把握対象とすることはできない。 


































  (2) 上記(1)の各義務違反による損害について 
 （原告ら）  














 （被告）  












  (3) 原告らに労働基準法３７条もしくはワークアンドペイの原則に基づく時間外勤務手当請求
権があるか。 
 （原告ら）  



























 （被告）  


















    (イ) また，本件通達によっても，持ち帰り仕事は勤務時間に含まれないのであるから，請
求金額の算定にあたっては，持ち帰り仕事を控除すべきである。 
   エ 原告らに時間外勤務手当請求は認められない以上，慰謝料及び弁護士費用の損害賠
償請求についても認められない。 
 第３ 当裁判所の判断 







  (1) 給特法の制定に至る経緯等 



























































   カ ところで，給特法で定められた給与の約４％に相当する教育調整額（同法３条）は，諸手
当にはねかえることとされているため，実質的には約６％の手当措置に相当するものとなる。 
  (2) 原告らの勤務等 
   ア 被告は，土曜日，日曜日，休日の部活動指導に対して，特殊勤務手当（１日８時間相当
１７００円，６時間相当１５００円，４時間相当１２００円）を支給していた（甲Ａ２８の５頁，原告Ｈ１４頁，
証人Ｏ２１頁）。 
















































































    (イ) Ｔ中学校では，休み時間パトロール表が作成され，同表に従って同校の教育職員に
よって当番制で校内パトロールが行われていた（甲Ｈ１３，原告Ｈ５頁）。 





























  (2) 給特法制定の趣旨等 
 給特法が上記(1)のような定めをしたのは，上記１(1)で認定された事実に証拠（乙１）を総合する
と以下の事情を踏まえたものと解される。 













































































 ⑦ Ｐ中学校では，概ねＪ校長もしくは教頭等の管理職が最後に退校することになっていた 















































































































































 ④ Ｓ小学校では，概ねＭ校長もしくは教頭等の管理職が最後に退校することになっていた 






















































































































 ３ 安全配慮義務違反について 
  (1) 安全配慮義務ないしその内容 




















































  (2) 本件での安全配慮義務違反の成否等 












































































































   ウ 以上によれば，原告らのうち，原告Ｉについて安全配慮義務違反が認められ，その余の
原告らについては同義務違反は認められない。 

















 ４ 労働基準法３７条もしくはワークアンドペイの原則に基づく時間外勤務手当の請求について 




























  (3) そうすると，原告らの労働基準法３７条に基づいて時間外勤務手当の請求ができるとの上
記主張は採用できない。 





  (5) したがって，原告らの上記各主張は採用できない。 










 （裁判官 和久田斉 裁判官 波多野紀夫） 
 裁判長裁判官中村哲は転補のため署名押印することができない。裁判官 和久田斉 
 〈編注：『※』部分は原文のとおり。〉  
 
別紙 請求金額目録 
 １ 原告Ａ ３１８万０６４６円 
 ２ 原告Ｂ ４０７万３５８１円 
 ３ 原告Ｃ ４２２万５２７０円 
 ４ 原告Ｄ ３３０万９３６６円 
 ５ 原告Ｅ ３０５万７２８３円 
 ６ 原告Ｆ ３６４万８９８２円 
 ７ 原告Ｇ ３６３万７７４７円 
 ８ 原告Ｈ ３８６万３９４６円 
 ９ 原告Ｉ ４１７万３１６４円 
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